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建築行政の見直し 

 昨年末の構造計算偽装事件を契機に建築行政の見直
しが検討され、平成１８年６月、確認検査の厳格化や
罰則の強化について法改正が行われた。また、１０月
２４日、建築士制度の見直し等について、今臨時国会
に法改正案が提出されたところである。違反建築をな
くすため、今後は更に自治体の取組が重要となる。 

１ 建築確認制度の現状 
（１）建築確認・検査制度 
 一定要件の建物を建築する場合、建築主は建築基準法に基づき確認申請書と設計図書な
どの添付図面を提出して建築主事の確認を受け、工事完了時には検査を受けなければなら
ない。確認及び検査は、建築基準関係規定（耐震安全性・耐火安全性等の単体規定や、都
市計画に定める用途地域・容積率・建ぺい率等の集団規定）との適合性を審査し、確認済
証・検査済証を交付する。 
 建築主事は、都道府県及び政令
で指定する人口２５万人以上の市
では必置とされ、それ以外の市町
村においては、置くことができる
とされている。建築主事を置く都
道府県知事及び市区町村長は「特 
定行政庁」又は「限定特定行政庁」とされ、違反建築物に対する是正措置や用途地域内で
の建築の例外許可等の権限を有している（表１）。東京では、特定行政庁として東京都、
八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、府中市、調布市、町田市、日野市、限定特定行政
庁（延べ面積 10,000 ㎡以下に限定）として２３特別区に建築主事が設置されている。 
 平成７年阪神・淡路大震災による建築行政の実施体制を確保する必要性等から、平成１０
年建築基準法を改正し、審査能力を備える民間機関「指定確認検査機関」が、指定を受け
た一定区域での建築確認・検査を可 
能とした（表２）。ただし、違反是正
などの権限については、従来どおり
特定行政庁等に残された。全国の建
築確認件数は、平成１６年度で約
７５万件となっている。指定確認検
査機関が建築確認事務を処理する割
合は、平成１７年１２月現在で５６％
を占めるに至っている。（図１）。 
指定確認検査機関は審査手数料が 
高い反面、建築主事に比べて審査期 
間が短いため、建設期間の短縮化を求める建築主から好まれる傾向がある（表３）。また、
国土交通白書では、建築確認・検査の民間開放後は、違反建築物件数が大幅に減少（平成 

表１ 平成１７年４月現在、特定行政庁数（単位：団体） 

都道府県知事 ４７

人口２５万人以上の市長 ８１

特定行政庁 

置く事ができる市町村長 １２０

限定特定行政庁 限定的権限を持つ区長等 １７１

合   計 ４１９

出所：参議院調査室「立法と調査 2006.5」より作成

表２ 平成１７年１２月現在、指定確認検査機関数 

国土交通大臣指定 １７（うち東京圏１４）

地方整備局長指定 ３４（  〃  １１）

都道府県知事指定 ７３（  〃   １）

合  計 １２４（  〃  ２６）

出所：参議院調査室「立法と調査 2006.5」等より作成

 図１ 建築主事と指定確認検査機関の処理割合 

 
 

 
出所：平成１７年度国土交通白書より作成 
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１０年度１２,２８３件 
→１６年度７,７８２件） 
しており、合理的な政 
策選択であったとして 
いる。 
（２）建築確認・検査に係るトラブル 
 平成１７年１１月には、建築士が建築確認申請書類の構造計算書を偽装したため、耐震
強度不足となったマンションが建築・販売された事件が発覚し、社会問題となった。これ
を契機に建築確認の再調査が行われ、平成１８年８月末現在では、構造計算に誤りがあっ
た物件は１４４件（偽装１３２件、他１２件）に及んでいる。（図２）。 
図２ 建築基準法の手続と構造計算書偽装等の関係（概要） 
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出所：国土交通省資料等より作成 

表３ 建築主事と指定確認検査機関の比較 
項目 建築主事（自治体） 指定確認検査機関（民間） 
審査期間 約１週間～３週間 約２日～２週間 
手数料 例/床 10,000㎡ 146,000円 例/床 10,000㎡ 280,000円程度
その他 所在地の検査機関が実施  検査機関の選択が可能 

【建築確認、異例の取消し】 
千代田区で着工した１４階建マンシ
ョンに係る民間指定確認検査機関の建
築確認に対し、周辺住民の審査請求に
より、同区の建築審査会が「４階建て
が妥当」として建築確認を取消す裁決
を行った。建設予定地の一部が不自然
に分筆・売却されたことについて、審
査会は「高さ制限を免れるための脱法
行為」と認定した。建築確認民間開放
の問題点が改めてクローズアップされ
そうだ。（平成 18年 9月 8日読売新聞）

出所：東京都防災建築まちづくりｾﾝﾀｰ、東京自治研究ｾﾝﾀｰHP等より作成
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放置されている。 



２ 建築行政の見直し 
（１）国の取組み 
国土交通省は、平成１７年１２月、社会資本整備審議会に対して「建築物の安全性確保

のための建築行政のあり方」について諮問した。平成１８年２月、中間報告として、①建
築物の安全性確保のための建築確認・検査の厳格化など早急に講ずべき施策、②引続き検
討すべき課題等を提言した。「早急に講ずべき施策」については、平成１８年３月３１日、
通常国会において建築基準法等一部改正案を提出し、６月１４日可決・成立した（公布６月
２１日、その後１年以内に施行予定）（図３）。 
 図３ 平成１８年６月、建築基準法等一部改正（概要） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
審議会は、平成１８年８月、最終答申をまとめた。この答申を踏まえ、１０月２４日、
今臨時国会に建築士法等一部改正案が提出された（図４）。 

 
 
 

１、建築確認・検査の厳格化 
●一定の高さ以上の建築物について、 

  指定機関による構造計算審査義務付け。 
  ※木造：高さ１３ｍ超又は軒高９ｍ超 
   鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造：高さ１３ｍ超、等 
●３階建て以上の共同住宅について、 
  中間検査を法律で義務付け 

２、指定確認検査機関業務の適正化 
●指定要件の強化（損害賠償能力、公正中立 
要件、人員体制等）。 
●特定行政庁による指導監督の強化 
 ※立入検査権限の付与 
 ※不正行為の場合、特定行政庁の報告 

に基づき指定権者による業務停止命令等 

３、建築士等の業務適正化及び罰則強化 
●建築士等に対する罰則の大幅な強化 

違 反 内 容 改 正 前 改 正 後 
耐震基準など重大な実体規定違反 
（建築基準法） 

罰金 50万円 懲役３年/罰金 300万円
（法人は罰金 1億円）

建築士・事務所の名義貸し、建築士の
構造安全性の虚偽証明（建築士法） 

無し 懲役１年/罰金 100万円

不動産取引の際に重要事項の不実告知
等（宅建業法） 

懲役１年/罰金 50万円 懲役２年/罰金 300万円
（法人は罰金 1億円）

●名義貸し、違反行為の指示等の禁止を法定し、これらの違反者に対する処分を強化 

建築主

※大臣指定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる再計算を行えば審査を効率化

審査方法の指針
に基づき審査

申請 

建築確認

 
指定確認
検査機関

特定 
行政庁

指定権者 
（大臣・知事）

報告（内容充実） 

指示、確認取消 

立入検査 
違反事実の報告

業務停止 
命令 

建築主事又は 
指定確認検査機関

【新設】指定構造計算適合性判定機関（知事指定）
専門家による審査（ピアチェック） 

４、建築士、建築士事務所及び指定確認検査機関の情報開示 
●処分を受けた建築士の氏名及び建築士事務所の名称等の公表 
●指定確認検査機関の業務実績、財務状況、監督処分状況等の情報開示の徹底 
５、住宅売主等の瑕疵担保責任の履行に関する情報開示 
●宅建業者に対し、契約締結前に保険加入の有無等について相手方への説明義務付け等 
６、図書保存の義務付け等 
●特定行政庁に対して、図書の保存を法定化 出所：国土交通省資料より作成



 図４ 平成１８年１０月、建築士法等一部改正・案（概要） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）都の取組み 
 東京都では、①住民通報、②建築監視員等パトロール、③官公署からの連絡に基づき違
反建築物を取り締まるとともに、毎年１０月に違反建築一斉パトロールを行うなど、早期
発見、是正に努めている。また、（財）東京都防災まちづくりセンター等に協力し、講習会
などを通じて建築士等の能力向上に努めている。 

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 東京都における違反
建築物摘発件数 １７９件 １８９件 １７５件 

構造計算書偽装問題への対応としては、被害者に都民住宅等の斡旋や固定資産税及び都
市計画税の減免などの公的支援を行うとともに、専門の相談窓口の設置、耐震偽装の疑い
のある建築物の再チェックを実施した。また、再発防止のため、構造審査マニュアルを作
成して関係機関へ周知するなど対策を講じた。 
国に対しては、平成１７年１２月１４日、①被害居住者への支援と売主等への責任追及
等、②問題の解明と行政処分の一層の厳格化と罰則強化、③建築確認・検査制度全般の検
証と見直し等を要望書として提出した。 
都議会では、平成１７年１２月１５日及び平成１８年３月３０日の二度にわたり、国に
対する意見書「構造計算書偽装問題対策に関する意見書」を提出し、被害居住者の支援や
制度の見直し等のほか、①指定確認検査機関の法的責任、②住宅事業者の情報開示と瑕疵
担保責任などについて要請している。 
３ 今後の課題 
法改正など制度改正は国の責任において実施されるものであるが、現場で建築行政を担
うのは自治体である。違反建築をなくすためには、適正に書類審査を実施するとともに、
パトロール等の着実な実施などにより、違反の是正に更に取組む必要がある。 
 

１、建築士の資質、能力の向上 
●建築士に対する定期講習の受講義務付け（講習機関の登録制度を創設） 
●建築士試験の受験資格の見直し（学歴要件、実務経験要件の適正化） 
２、高度な専門能力を有する建築士による構造設計及び設備設計の適正化 
●一定の建物について、構造設計一級建築士、設備設計一級建築士による法適合チェック義務付け
●小規模木造住宅等係る構造関係規定の審査省略見直し（専門能力を有する建築士の設計は省略）
３、設計・工事監理業務の適正化、消費者への情報開示 
●建築士事務所を管理する管理建築士の要件強化（実務経験等の要件付加） 
●設計・工事監理契約締結前に管理建築士等による重要事項説明及び書面交付の義務付け（工事監
理の方法、報酬額、設計又は工事監理を担当する建築士の氏名等） 
●分譲ﾏﾝｼｮﾝなど発注者と居住者が異なる一定の建築設計等について、一括再委託を全面的に禁止
●建築士名簿の閲覧、顔写真入り携帯用免許証の交付（建築士、建築士事務所の登録・閲覧事務の
実施にあたり、指定登録法人制度を創設） 

４、団体による自律的な監督体制の確立 
●建築士事務所協会等の法定化及び協会による苦情解決業務の実施等 
●建築士会、建築士事務所協会等による建築士等に対する研修の実施 
５、建設工事の施工の適正化 
●分譲ﾏﾝｼｮﾝなど発注者と居住者が異なる一定の工事について、一括下請負を全面的に禁止 
●資格者証の交付等を受けた監理技術者の配置要件を、公共工事のみから民間の学校・病院等、重
要な民間工事に拡大

出所：国土交通省資料より作成


